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本研究では日本と韓国の大都市を対象として、都市内の地域間に公的保育サービスの供給に差異が
あるのか、保育サービスの供給形態と世帯の様々な社会。経済的な属性は保育サービスの利用に、ど
のような影響を及ぼすのかを明らかにすることを目的とした。その際、どのような地域に居住する、
どのような世帯の保育ニーズが満たされ、満たされていないのかを明らかにすることも、重要な研究
目的として考えた。
調査地域は、人口約２５０万とほぼ等しい人口規模を持つ名古屋市と大邸広域市を対象とし、それ
ぞれの都市のなかで社会。経済的に異なる二つの地区を選定した。
まず、日本における考察結果を要約する。
日本では、保育園は福祉サービスの一環として厚生労働省の「児童福祉法」に従って運営される。
これまで､日本の保育園は保育に対する政府の公的な責任を保障する措置制度によって運営されたが、
1997年の「児童福祉法」の改正により、個人が保育園を自由に選択できる契約制度へと変更された。
つまり、保育に対する政府の責任が暖昧になったのである。しかし、保育料は依然として親の前年度
の所得税に従って定められており、実際には改正前と変わっていない。また、多様な保育ニーズに対
応するため、施設ごとに一時保育や産休あけ保育など特別保育対策が実施されている。幼稚園は児童
教育を目的として文部科学省の「学校教育法」に従って運営される。平成１２年の「幼稚園教育要領」
改正により、通常保育時間の終了以後の「預かり保育」が制度的に設けられた。
名古屋市においては昭和区と港区を選定し、２０００年１１月から翌年３月にかけ、保育サービス施
設と子どもの両親に対してアンケート調査と聞き取り調査を行なった。昭和区は住宅地域として形成
され待ち家の割合が高く、第３次産業に従事する住民の割合が高い。－万、港区は第２次産業が中心
であり、公営賃貸住宅に住む世帯の割合が高い。二つの地区は社会。経済的に対照的な地域である。
調査対象世帯の特性は、昭和区に比べて港区の方が世帯所得と親の学歴が低く、妻がフルタイムで就
業する割合も低い。
以下では、日本における社会福祉制度と保育制度の特性を踏まえ、名古屋市で行なった調査結果を
考察する。現在の保育サービスは保育園による延長保育や産休あけ保育、幼稚園による預かり保育な
どの特別保育対策によって保育時間がより伸びており、施設に預けられる子どもの年齢も低くなって
いる。調査結果によると、保育サービスの供給において大きな差はみられなかった。しかし、父親が
ホワイトカラーで、母親がフルタイム雇用の割合が高い昭和区では特別保育対策を実施する保育園の
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数が多く、勤務形態を変えずに、結婚前からフルタイム雇用で働く母親の割合が高い。一方、父親が
ブルーカラーで、母親がパートタイム雇用の割合が高い港区では特別保育対策を実施する保育園の数
が少なく、結婚後、パートタイム雇用で働く母親の割合が高いことが明らかとなった。また、昭和区
の方が親類やベビーシッターも保育に活用している。以上のことから、現在、名古屋市では、世帯所
得水準が高い地域に居住する、母親がフルタイム雇用である割合の高い昭和区の保育ニーズが満たさ
れており、世帯所得水準が低い地域に居住する、母親がパートタイム雇用で働く割合の高い港区の保
育ニーズが満たされていないといえる。
続いて、韓国における考察結果を要約する。韓国において、社会福祉政策は１９８０年代半ばまでは
国家統治を遂行するための手段として使われたが、１９８７年の民主化運動とそれに影響を受けた労働
運動によって１９８０年代の半ば以降になると、社会福祉制度が再編成され、社会福祉予算支出が多く
なった。しかし､1997年の経済危機以後､社会福祉予算支出は再び少なくなった｡保育制度においても、
1980年代半ばまでは成長第一主義や中間所得者層を対象とする幼児教育中心の政策を実施したため、
低所得者層の保育ニーズは充足されなかった。ところが、１９９０年代に入ると、社会全般に高まって
きた民主化への欲求によって保育に対する社会的関心が強まり、１９９１年に「嬰幼児保育法」が制定
されるようになった。
大耶広域市においては住工混在地区とニュータウン地区を選定し、１９９９年８月１７日から９月２２
日にかけ、保育サービス施設と子どもの両親に対してアンケート調査と聞き取り調査を行なった。住
工混在地区は1968年に大邸市の北区に造成された工業団地と居住地区が混在している地区であり、
第２次産業が中心産業をなしている。一方、ニュータウン地区は１９８８年政府の大量住宅供給政策の
一つとして計画的に開発された大規模住宅団地であり、第３次産業が中心である。調査対象世帯の特
性は、住工混在地区の方がニュータウン地区よりも世帯の所得と親の学歴が低く、専業主婦の割合も
低い。
これまで検討してきた韓国の福祉制度と保育制度の特性を踏まえ、調査結果を考察する。大耶広域
市では、世帯所得の高いニュータウン地区に居住する、所得の高い世帯の保育ニーズが満たされてい
た。保育サービスが充分に整備されていない韓国では儒教の影響を強くうけているため、親類という
社会的資源が母親の就業に影響を及ぼし、保育方法にも影響を与えている。しかし、世帯所得が高い
世帯ほどこうした社会的資源に恵まれているため、世帯所得の低い世帯では保育サービス利用の選択
範囲が狭められていることになる。こうした結果は、低所得世帯に対する政府補助を抑えながら民間
による保育供給を誘導した韓国の保育政策の特性と、乏しい公的なサービス供給のために親類などの
私的な保育手段に頼らざるを得ないという背景に原因があると考えられる。保育サービス供給と利用
にみられるこのような差異は、保育サービス供給を民間に委ねてきた政府の保育政策がそのまま反映
されている結果であると考えれる。
以上、保育サービスの供給と利用の視点から、日本と韓国の都市内格差を分析した。その結果、日
本は韓国に比べて公的保育サービスが充実されており、サービスの供給と利用における格差が小さい。
そこで、両国の大都市における地域間格差の程度の差異を生み出した背景を、社会｡経済的な側面、
都市地域分化、保育運動の展開過程と、女性、特に母親に対する社会的規範および母親意識に注目し
て考察した。
その結果、両国の都市は同様に、社会。経済的に異なるいくつかの地域へと分化しているが、韓国
は日本よりも経済発展段階が遅く､社会福祉制度に対する政府の役割も消極的であった。また日本は、
地方自治体のもとで１９６０年代には、都市地域住民の要求を積極的に汲み取ろうとする革新地方自治
体が台頭した。ただ１９７０年代の経済不況により、革新自治体の影響力は長く続かなかったが、地方
自治体が地域住民の要求に対一応しようとしたのは明らかである。そのため、日本では女‘性労働力が増
加し保育ニーズが高まった１９６０年代から本格的な保育運動が巻き起こり、彼らの保育要求を汲み取
ろうとした革新自治体の役割によって公的保育サービスが充実されているのである。一方､韓国では、
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朴正煕。全斗煥軍事政権のもとで労働組合や組織の活動が抑圧された。そのため、本格的な保育運
動が行なわれたのは、１９８０年代後半の民主化運動以降であった。つまり、両国における政治環境が、
保育運動の発生と展開に影響を与えたといえる。女性に対する社会規範と男女役割分担意識も、保育
制度に影響を及ぼしている。すなわち、歴史的な背景や経済発展の時期的なずれ、それと関連した都
市化や核家族化の時期のずれのため、両国において母親に求められる社会規範は必ずしも同じではな
い。しかし、両国とも究極的に母親に求められる役割は､儒教の枠を越えることができなかったため、
男女役割分担意識が強い社会であると考えられる。
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論文審査結果の要旨
金銀淑が提出した博士論文「保育サービスの都市内格差からみた日韓比較」は、都市地理学の観点
から韓国の大邸広域市と日本の名古屋市における保育サービス供給の地域格差を比較検討したもので
ある。論文の目的は、公的サービスの供給と利用にみられる都市内格差を分析し、その都市内格差を
日韓で比較することによって日本の都市構造を韓国の都市構造と比較することにある。これまで、都
市地理学では保育サービスの都市内格差に関して、施設立地の側面や地方自治体の施策、利用世帯の
社会経済属性といった側面から分析が行われてきた。金銀淑の博士論文は、都市内の居住地分化と関
連させながら、都市内にみられる保育サービス供給と利用の差異を分析している点に特徴がある。
論文は８章から構成されている。１章では､従来の研究が整理され､論文の視点と方法が整理される。
２章と３章では、日本の保育制度の展開が整理され、名古屋市において2000年１１月から2001年３
月にかけて名古屋市昭和区と港区において実施した保育に関する調査結果が明らかにされている。４
章と５章では、韓国における保育制度の展開が整理され、1999年９月に実施した調査結果が分析さ
れている。６章と７章では、日韓の保育サービスにみられる差異を説明するために、社会経済構造や
都市構造、保育政策や女性の役割分担に関する既存の研究が整理され、実証分析の結果をより大きな
枠組みの中に位置づける作業が行われている。８章では、本論文の結論が導き出されている。
本論文の結論は、保育サービスの面で大邸の方が名古屋市よりも都市内格差が大きく、それは社会
経済的な居住者の都市内格差と対応していた。実証分析の章から得られたこの結論は、大邸の住工混
在地区とニュータウン地区、名古屋市の工業地区と住宅地区を比較した結果得られたものであり、調
査に先立つ調査設計が比較的妥当であったことを示している。
さらに、こうした保育サービスにみられる都市内格差の違いを、日本と韓国における社会保障とく
に保育政策の歴史的な展開過程の違いや産業化。都市化段階の違いなどによって説明される一方、母
親に期待される役割に関しては日韓でさほど大きな違いはないことも指摘されている。
本論文を評価するならば、１）大邸と名古屋の両市で綿密な設計に基づいた調査を実施し､保育サー
ビスの実態を解明していること、２）実証分析から得られた知見は、日本と韓国の都市構造の特徴を
明らかにするという点で大きく寄与していること、３）保育サービスの都市内格差にみられる日韓の
違いを日本と韓国の保育政策の展開過程や都市化・工業化過程によって説明するのにある程度成功を
収めていること、にその意義があると考える。とくに２）の点は、これまで日本と韓国の都市社会に
関する調査が集計的なデータに基づいて行われていたのに対して、本論文が保育所と保育所を利用す
る母親に対する丹念な聞き取りに基づいていることは特筆に値するであろう。それゆえ本論文は、日
韓都市の比較研究に対して非常に重要な意味を持っていると考える。以上の点から､本論文は博士(学
術）を付与するに値すると評価した。
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